
三宅町建設工事等の入札執行要領

（趣旨）

第１条 三宅町において執行する建設工事等の入札については、規則その他の法令に定めるも

ののほか、この要領の定めるところによる。

（入札通知）

第２条 町長（以下「入札執行者」という。）は、入札参加業者（以下「入札者」という。）に

対し入札通知書（第１号様式）又は、入札通知書【総合評価落札方式】（第１号様式総合評価）

に入札心得書（第２号様式）、入札者心得（第３号様式）を添えて入札の通知をするものとす

る。

２ 前項の通知をするときは、次による見積期間を設けなければならない。この期間について

は、原則として土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178 号）に規定

する休日及び年末年始の休暇（１２月２９日から１月３日）を除いた期間とする。ただし、

やむを得ない事情があるときは(2)及び(3)についてはその期間を５日以内に限り短縮するこ

とができる。

(1) 工事一件の請負対象設計金額が５００万円未満の工事については１日以上

(2) 工事一件の請負対象設計金額が５００万円以上５，０００万円未満の工事については

１０日以上

(3) 工事一件の請負対象設計金額が５，０００万円以上の工事については１５日以上

（仕様書の閲覧等）

第３条 入札者の閲覧に供する仕様書（図面を含む。以下同じ。）の作成及び閲覧については、

次によるものとする。

(1) 仕様書はその工事の設計単価、その他閲覧に供することを不適当とする事項を除き作

成すること。

(2) 仕様書を閲覧させるときは入札通知書の提出を求め、閲覧が終わったときは確認のう

え、これを返却せしめること。

(3) 仕様書の閲覧は所定の日時に所定の場所において行わせること。ただし、必要と認める

ときはその閲覧にかえ、仕様書を貸し出すことができる。この仕様書は入札執行までに返

却させること。

(4) 仕様書の内容を記録した電磁的記録を町ホームページに掲載する方法により、仕様書

の閲覧にかえることができる。ただし、その場合は入札時に入札通知書の提出を求めるも

のとする。

（現場説明）

第４条 入札に付そうとする工事の内容等により、必要があると認める場合は現場説明を行う

ものとする。

（予定価格及び最低制限価格）

第５条 予定価格、入札書比較価格、最低制限価格及び最低制限比較価格（以下「価格等」と

いう。）を設ける建設工事等の場合は、工事担当部局長が予定価格調書（第４号様式）に記入

し、入札執行時まで適切な方法により保管するものとする。ただし、価格等を事前公表する

場合はこの限りではなく、三宅町建設工事入札及び契約等情報公表実施要領（平成１３年７

月三宅町要領第３号）に基づき公表を行うものとする。

２ 最低制限価格は、三宅町建設工事最低制限価格取扱要領（平成２１年８月三宅町要領第５

号）、三宅町測量・建設コンサルタント業務等最低制限価格取扱要領（令和６年４月三宅町要

領第 14 号）に基づき設定するものとする。



（契約保証金）

第６条 契約保証金は、三宅町契約規則（平成 9年 10 月三宅町規則第 8号）第２０条に定める

とおりとする。なお、入札執行者は設計金額５，０００万円以上の工事を対象に契約保証金

を納付せしめるものとする。

（入札場所）

第７条 入札は、入札執行者が指定した場所において行い、入札事務主管部長（以下「入札担

当者」という。）は入札室内を整備しておくものとする。

（入札者心得の掲示）

第８条 入札者に対する注意を促すため、入札者心得（第３号様式）を入札室に掲示しておく。

（入札時間の厳守）

第９条 入札担当者は、入札者に対し入札の時間を厳守せしめるものとする。

（入札者の確認）

第１０条 入札者は原則として１業者１名とし、入札担当者は入札執行に先立ち入札者の出席

の確認をすること。この場合、代理入札をする者については委任状を提出せしめること。

２ 入札を辞退する者があるときは、入札辞退届（第６号様式）を提出せしめること。

３ 入札者が１者の場合は入札を中止する。ただし、三宅町郵便入札実施要領（令和７年３月

三宅町要領第３号）による郵便入札（以下「郵便入札」という。）に」おいてはこの限りでは

ない。

（入札の執行宣言）

第１１条 入札担当者は入札者の確認をした後、入札に付する工事の入札を執行する旨を宣言

する。なお、最低制限価格を採用した工事の入札については、その旨を含めて宣言するもの

とする。

（入札室立入りの禁止）

第１２条 入札担当者は、入札の執行宣言後においては、入札室への立ち入りを一切禁止する

ものとする。

（工事内容の指示）

第１３条 入札担当者は、特に必要と認める場合に限り、入札執行宣言後、入札書の提出前に

仕様書に記載の特記事項及び入札条件となる事項を指示し、質問の有無を確かめ工事内容に

疑義のないようにするものとする。

（入札についての注意事項）

第１４条 入札者は、封書の表に「入札書」と明記し、あわせて工事名、工事番号及び工事場

所並びに入札者住所氏名を記入し厳封のうえ封印すること。

２ すでに提出した入札書の引き替え、変更又は取り消すことはできない。

３ 次の各号に定める入札は無効とする。

(1) 工事名、工事番号及び工事場所の誤脱のある入札。

(2) 入札者の氏名若しくは印影が不明瞭な入札。

(3) 入札者の記名押印の無い入札。

(4) 入札金額の訂正若しくは判読しがたいと認められる入札。

４ 次の各号に定める者は失格とする。

(1) 最低制限価格を採用した工事の入札において、最低制限価格未満の入札をした者。

(2) 予定価格を入札執行前に公表した工事の入札において、最低制限比較価格未満または入

札書比較価格を超える金額の入札をした者。



(3) 入札に際して、公正な入札の執行を害する行為、談合等の不正行為、係員の指示に従わ

ない等、入札室の秩序を乱した者。

５ 入札辞退届の提出又は、辞退の意思表示なくして入札に参加しなかった者は一定期間の指

名除外とし、開始日、期間は三宅町建設工事請負業者選定審査会にて決定する。

（入札書の提出）

第１５条 入札書は、入札者自ら提出せしめるものとする

２ 郵送による入札書の提出は原則として認めない。ただし、入札執行者が特に必要があると

認めた場合又は郵便入札における場合はこの限りではない。

（開札）

第１６条 入札担当者は、入札書の提出を確認後直ちに入札者の面前において、開札を行うも

のとする。

２ 開札は、開札事務従事者のうち１名が入札者の氏名及び入札金額を読み、他の１名はこれ

を開札録に記入するものとする。なお、次に交代して記入事項を再確認するものとする。

３ 郵便入札においては第１項の入札者を立会人と読み替える。

（落札者の決定）

第１７条 入札担当者は、次により落札者を決定する。

(1) 予定価格調書は、開札が終わるまで開披しないこと。ただし、価格等を事前に公表した

場合はこの限りではない。

(2) 落札者は、最低制限比較価格以上で、入札書比較価格以内で最低の価格をもって入札し

た者とする。

(3) 落札者となるべき者がある場合は、直ちに落札者を決定し、落札者及び落札金額を入札

者に発表し、入札の終了を宣言すること。

(4) 郵便入札においては前号の入札者を立会人と読み替える。

（「くじ」による落札者の決定）

第１８条 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上ある場合は、直ちに当該入札者に

対し、最初に「落札者を決定する「くじ」を引く順序を決定する「くじ」」を引かせ、その結

果により「落札者を決定する「くじ」」を引かせて、落札者を決定するものとする。総合評価

落札方式による入札の場合は、「落札候補者を決定する「くじ」を引く順序を決定する「くじ」」

を引かせ、その結果により「落札候補者を決定する「くじ」」を 引かせて、落札候補者の順

番を決定するものとする。

２ 前記の場合において、当該入札者のうち「くじ」を引かない者があるときは入札事務に関

係のない町職員に「くじ」を引かせるものとする。

３ 郵便入札においては、三宅町郵便入札実施要領に従い落札者を決定するものとする。

（再度入札）

第１９条 入札価格のすべてが入札書比較価格を超えた場合は再度入札を執行する旨宣言し、

引き続いて再度入札を行うものとする。なお、入札価格及び入札者の発表は行わない。

２ 最低制限価格を採用した場合の再度入札資格者は、最低制限比較価格をこえた価格で入札

した者とする。この場合において、再度入札資格者が１名となった場合は、入札を打ち切る

ものとする。ただし、郵便入札においてはこの限りではない。

（無効入札をした者又は失格となった者の処置）

第２０条 無効入札をした者、失格となった者は、再度入札をする資格がないものとする。

（入札執行回数）

第２１条 入札執行回数は、２回を限度とする。ただし、予定価格を入札執行前に公表した工



事の入札は、１回を限度とし、再度入札は行わない。

２ 前記により落札者となるべき者がないときは、入札の打ち切りを宣言し、入札執行者にそ

の旨を報告し指示をうけるものとする。

（入札結果の公表）

第２２条 入札執行者は、三宅町建設工事入札及び契約等情報公表実施要領に基づき入札結果

の公表を行うものとする。

（工事内訳書の提出）

第２３条 第１回の入札に際し、工事内訳書（第５号様式）の提出を求めるものとし、再度入

札で落札者が決定した場合、落札者は見積根拠資料として契約締結時に工事内訳書を提出し

なければならない。

（準用）

第２４条 第２条から第２２条までの規定は、測量、調査、設計等の業務委託、役務の提供､賃

借及び物品購入等の場合に準用する。ただし、役務の提供､賃借及び物品購入等については、

第５条第２項、第１４条第１０項は対象としない。

附 則

この要領は、令和６年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、令和７年３月１７日から施行する。



第１号様式（第２条関係）

入 札 通 知 書

年 月 日

様

三宅町長

下記の工事（業務）について、指名競争入札を執行しますので通知します。

記

１ 入 札 年 月 日 年 月 日 時 分

２ 入 札 場 所

３ 仕様書閲覧日

４ 仕様書閲覧場所

５ 仕様書閲覧日及び入札日に本通知書を持参すること。

（仕様書がホームページ等で公表された場合は入札日とする。）

６ 入札に参加できないときは、入札開始前までに申し出ること。

なお、入札者が１者の場合は入札を中止する。

７ 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当

する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を切り

捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税にか

かる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の

１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

※入札担当者記載欄

仕様書閲覧確認者

氏 名 印

工事（業務）番号 第 号 場 所 磯城郡三宅町大字 地内

工事（業務）名



第１号様式総合評価（第２条関係）

入 札 通 知 書
【総合評価落札方式】

年 月 日

様

三宅町長

下記の工事について、指名競争入札（総合評価落札方式）を執行しますので

通知します。

記

１．入札に付する工事

工 事 名 工事

工事番号 第 号

工事場所 磯城郡三宅町大字 地内

２．入札の日時及び場所

日 時 年 月 日（ ） 時 分

場 所

３．仕様書の閲覧日時及び場所

日 時

場 所

４．消費税について

落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する

金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税にかかる課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

５．総合評価に関する事項

ア 落札者の決定方法

この工事は、三宅町建設工事総合評価落札方式（簡易型）試行要領に基づき実施します。



入札参加者は、価格及び「施工計画及び企業の施工能力等」をもって入札に参加し、入札

価格が予定価格及び最低制限価格の制限の範囲内に該当する者のうち、「イ 総合評価の方

法」によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札者とします。

イ 総合評価の方法

（ア）入札参加者の「標準点」を１００点とし、技術提案による「加算点」の最高点を○

点として評価するものとします。

（イ）「加算点」は、「施工計画及び企業の施工能力等」の評価項目ごとの評価及び配点

に応じて与えます。

（ウ）価格と価格以外の要素がもたらす総合評価は、入札参加者の「標準点」と上記に

よって得られる「加算点」の合計を、当該入札者の入札価格で除して得た「評価値」

をもって行います。

（エ）評価値の最も高い者が２者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定します。

ウ 技術提案に関する事項を評価項目とし、詳細は入札説明書によります。

（ア）施工計画について

入札説明書に記載

（イ）企業の施工能力等について

① 企業の施工能力

表彰及び ISO9000ｼﾘｰｽﾞ、ISO14000ｼﾘｰｽﾞ認証取得

② 配置予定技術者の能力

③ 地域精通度

④ 社会貢献・地域貢献

エ 評価の基準

評価基準、配点は入札説明書によります。

６．技術提案書の提出

この工事の入札に参加しようとする者は、町長が定める様式により５のウに定める事項を

記載した技術提案書及びその添付書類（以下「技術提案書等」といいます。）を下記のとおり

町長に提出しなければなりません。

なお、期限までに技術提案書等を提出しない者は、本入札に参加することができません。

（１）技術提案書等の提出

提出期限 年 月 日（ ）

時 から 時 まで

提出場所

提出部数 各 部

提出方法

（２）技術提案書等の作成等



作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とします。

技術提案書は技術提案書等提出書（様式１）により作成して下さい。詳細は入札説明

書によります。

７．落札者の決定方法等

予定価格及び最低制限価格の制限の範囲内であり、５に定める方法により得られた評価値

の最も高い者を落札者とします。ただし、落札者の決定については、地方自治法施行令第１

６７条の１０の２第４項の規定により、一時保留し、学識経験者の意見聴取及び総合評価審

査委員会の議を経て、落札者を決定します。落札者の決定後、入札参加者に対し、郵送により

入札結果を通知します。

８．仕様書閲覧日及び入札日に本通知書を持参すること。

（仕様書がホームページ等で公表された場合は入札日とする。）

９．入札に参加できないときは、入札開始前までに申し出ること。

なお、入札者が１者の場合は入札を中止する。

※入札担当者記載欄

仕様書閲覧確認者

氏 名 印



第２号様式（第２条関係）

入 札 心 得 書

工 事 (業 務 )名

入札及び契約条件は、下記の通りとする。

記

１ 入札については、政令で定めるもののほか、三宅町建設工事等の入札執行要領に基づく

ものとする。

２ 着 工 期 日 年 月 日

完 成 期 日 年 月 日

３ 入 札 保 証 金

４ 契 約 保 証 金

５ 支 払 条 件 前払金 可・不可 部分払 回まで

６ 最低制限価格 有 ・ 無

７ 入 札 回 数 ２回（ただし、予定価格を入札執行前に公表した場合は１回）

８ 備 考



第３号様式（第８条関係）

入 札 者 心 得

１．入札者（その代理人を含む。以下同じ。）は、入札時間を厳守しなければならない。

２．入札室においては、静粛にしなければならない。

３．入札者以外の者は、入札室に立ち入ってはならない。

４．入札者が入札しようとする場合は、係員に入札通知書を提示すること。また、代理人

の場合は、その委任状を提出しなければならない。

５．すでに提出した入札書の引き替え、変更又は取消は認めない。

６．入札者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に抵触する行為を行ってはならない。

７．入札者は、入札執行の完了に至るまではいつでも入札を辞退することができる。

また、入札を辞退した者は、これを理由として以後の入札等などについて不利益な取り

扱いを受けるものではない。

８．次の各号に該当する入札は、無効又は失格とする。

（１） 入札書に記名押印を欠く入札

（２） 入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確認できない入札

（３） 同一入札者がなした２以上の入札

（４） 入札金額の訂正した入札、若しくは判読しがたいと認められる入札

（５） 入札に際して、公正な入札の執行を害する行為をなした者の入札

（６） 入札に関し談合等の不正行為をした者の入札

（７） 係員の指示に従わない等、入札室の秩序を乱した者の入札

（８） その他、入札条件に違反した入札

９．落札価格は、入札書に記載された金額に、当該金額の１００分の１０に相当する金額

を加算した金額である。



第４号様式（第５条関係）

予 定 価 格 調 書

年 度 年 度

事 業 名

工事（業務）名

工事（業務）番号 第 号

工事（業務）場所 磯城郡三宅町大字 地内

請負対象設計金額 金 円（消費税含む）

予 定 価 格 金 円（消費税含む）

入札書比較価格 金 円（消費税抜き）

最 低 制 限 価 格 金 円（消費税含む）

最低制限比較価格 金 円（消費税抜き）

備 考

上記のとおり決定する。

年 月 日

印



第５号様式（第２３条関係）

年 月 日

三宅町長 様

住 所

商号又は名称

代 表 者 名 印

工 事 内 訳 書

工 事 名

工事場所 磯城郡三宅町大字 地内

工 種 等 見 積 金 額

合 計（入札書記載金額）



第６号様式（第１０条第２項関係）

入 札 辞 退 届

件 名

上記について通知を受けましたが、都合により入札を辞退します。

年 月 日

住 所

商号又は名称

代 表 者氏 名

三宅町長 様


